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第一部　企 業 情 報         

第１　企 業 の 概 況         

1.　主要な経営指標等の推移

回　　　　　　　　次 第　１　期 第　２　期 第　３　期 第　４　期 第　５　期
決　　算　　年　　月 平成９年２月 平成10年２月 平成11年２月 平成11年９月 平成12年９月

(1) 連 結 経 営 指 標 等          
売 上 高 ―千円 ― ― ― 1,207,035

経 常 損 失 ―千円 ― ― ― 180,408

当 期 純 損 失 ―千円 ― ― ― 104,479

純 資 産 額 ―千円 ― ― ― 6,118,397

総 資 産 額 ―千円 ― ― ― 6,379,770
１ 株 当 た り 純 資 産 額 ― ― ― ― 469,130円35銭
１ 株当たり当期純損失 ― ― ― ― 8,357円98銭
潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益 ― ― ― ― ―

自 己 資 本 比 率 ―　％ ― ― ― 95.9

自 己 資 本 利 益 率 ―　％ ― ― ― ―

株 価 収 益 率 ―　倍 ― ― ― ―

営 業 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

千円
― ― ― ―  △ 811,052

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

千円
― ― ― ―  △2,028,496

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

千円
― ― ― ― 5,546,416

現金及び現金同等物の期末残高 ―千円 ― ― ― 3,319,917

従 業 員 数 ―　人 ― ― ― 93

(2) 提出会社の経営指標等
売 上 高 35,324 103,652 259,149 263,010 1,163,407
経 常 損 益 60千円 12,081 27,321 9,963  △ 183,146
当 期 純 損 益 60千円 6,797 12,747 5,966  △ 99,006

資 本 金
（出 資 金)  ( 6,000)

千円
10,000 10,000 340,000 2,098,000

出 資 総 額 120　口 ― ― ― ―
発 行 済 株 式 総 数 ―千円 200 200 1,000 13,042

純 資 産 額 6,060千円 16,858 29,606 665,572 6,123,871

総 資 産 額 14,854千円 35,707 100,706 744,470 6,412,909
１株(口)当たり純資産額 (50,506円25銭) 84,292円42銭 148,030円62銭 665,572円49銭 469,550円00銭

１ 株 当 た り 配 当 額
(内１株当たり中間配当額)

―
千円

 ( ―)
　　

―

 ( ―)
　　

―

 ( ―)
　　

―

 ( ―)
　　

―

 ( ―)
　　

１株(口)当たり当期純利益 506円25銭 33,988円67銭 63,738円20銭 15,523円43銭  △7,918円60銭

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益 ―　円 ― ― ― ―

自 己 資 本 比 率 40.8　％ 47.2 29.4 89.4 95.5

自 己 資 本 利 益 率 1.0　％ 2.3 43.1 0.9 ―

株 価 収 益 率 ―　倍 ― ― ― ―

配 当 性 向 ―　％ ― ― ― ―

従 業 員 数 1　人 2 9 20 83
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　(注) 1. 上記のうち第１期（平成９年２月期）及び第２期（平成10年２月期）の売上高には消費税を含み、第３期
（平成11年２月期）以降の売上高には消費税等は含まれておりません。

　　　 2. 第１期につきましては設立期のため平成８年４月22日から平成９年２月28日までの期間になります。
　　　 3. 第１期は有限会社であったため、１口当たりの純資産額及び１口当たりの当期純利益は、出資単位で計算し

ております。
　　　 4. 平成９年７月１日付を以って有限会社から株式会社に組織変更を行い、株式の額面金額を50,000円にいたし

ました。
　　　 5. 第２期は事業年度中で有限会社から株式会社の組織変更しているため、有限会社として存続している期間に

つきましては、期中平均株式数の計算は出資口数を１株50,000円で株式数に換算し直して計算しております。
　　　 6. 第４期は決算期変更のため、平成11年３月１日から平成11年９月30日までの７ヶ月決算であります。
　　　 7. 平成12年９月期より連結財務諸表を作成しております。
　　　 8. 第１期から第４期までにおいて潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、期末現在末行使の新株引

受権が存在しないことおよび転換社債の発行がないため記載しておりません。また、第５期につきましては、
新株引受権残高はありますが当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

　　　 9. 従業員数は各期末時点の正社員のみの数であります。
　　　10. 証券取引法第193条の２の規定に基づき第３期及び第４期の財務諸表については監査法人神奈川監査事務所

の監査を受けておりますが、第１期、第２期については当該監査を受けておりません。
なお監査法人神奈川監査事務所は平成12年７月を以って神奈川監査法人に名称を変更しております。
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2.　沿 革         

年　　月 沿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　革

平成８年４月

平成９年７月

平成10年４月
平成10年７月

平成10年９月

平成10年12月

平成11年２月
平成11年10月

平成11年11月

平成11月12月
平成12年１月
平成12年４月

平成12年５月
平成12年６月
平成12年10月

東京都港区に、インターネットのホームページの制作、運営、管理を目的として有限会社オン・ザ・エ
ッヂを出資金6,000千円を以って設立
株式会社オン・ザ・エッヂへ組織変更（資本金10,000千円）
セレクトメールを開始
ウェブ手数料事業へ参入
ホットワイアードの制作管理業務を(株)エヌ･ティ･ティラーニングシステムズ（現(株)エヌ・ティ・テ
ィ エックス）から受託
(株)サイバーエージェントと業務提携
インターネット広告事業としてサイバークリックを開始
(株)サイバーエージェントと共同で、クリック保証型電子メール広告サービスとしてクリックインカム
(現「melma!」）開始
スーパーフィッシングワールドが日経ECグランプリB部門賞受賞
スペイン在住のMARTA TOMAS JODAR、(株)サイバーエージェントと共同で、ヨーロッパにおけるサイバ
ークリックの販売を目的としてCYBERCLICK AGENT S.L.を設立
(株)サイバーエージェントと共同でインターネットコミュニティの運営を目的として(株)フープスを設
立
ネットセキュリティーサービス開始
業容拡大に伴い、本店を東京都渋谷区渋谷三丁目３番５号に移転
東京証券取引所マザーズに株式を上場
投資事業を目的として(株)キャピタリスタを設立
携帯情報端末向けのシステム開発を目的として(株)スクイズ研究所を設立
データセンター事業「データホテル」開始
ECに特化したシステム開発を目的として(株)エッヂコマースを設立
CYBERCLICK AGENT S.L.への追加出資により、同社を子会社化
ウェブ制作事業の生産能力確保を目的として中国大連に英極軟件開発有限公司を設立
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3.　事 業 の 内 容         

当社の企業集団は、インターネット上のウェブページの制作及び管理・運営サービス並びにインターネ

ットビジネスのコンサルテーションに至るソリューション事業(ウェブ制作事業及びウェブ管理事業)を展

開しております。外部委託によらない自社での一貫したサービス提供を基本とし、関連技術の社内蓄積を

図っております。また、これらの技術及び成果物であるプログラムモジュール等を活用することにより、

インターネットコンテンツ等を提供する事業(ウエブ手数料事業)も営んでおります。

具体的な事業内容については、次のとおりであります。

●ウ ェ ブ 制 作 事 業         

顧客が開設するウェブページ等の制作、管理・運営に関わる各業務をサポートする事業であります。

顧客から受託内容に応じて、ウェブページのプランニング→デザイン→プログラム制作→ページ制作→

環境の構築までを一貫して行い、更にそのウェブページに対するメンテナンス、バージョンアップ(改

訂・改善)を行っております。当社において、ウェブ制作事業における技術、ノウハウ及びプログラム等

の蓄積は当社事業の競争力の源泉であると考えております。その一方で、ウェブ制作事業は顧客からの

受注生産形態であり、その対価の積算方法も「作業時間×人数」であることから、労働集約型の事業と

いえます。今後においては、多様化する顧客ニーズへの対応に加えて、顧客に対して適確な提案を行う

コンサルテーション業務に比重を置いた付加価値の高い事業展開を図るべく、社内教育システムの整備

並びに優秀な技術者の登用等を実施していく方針であります。なお、今後の事業拡大に備えて、技術者

の獲得を目的として、平成12年10月18日付で中華人民共和国大連市に英極軟件開発有限公司を当社100％

出資で設立しております。

●ウ ェ ブ 管 理 事 業         

当該事業は、「バーチャルホスティング」業務と「ハウジング」業務に区分されます。「バーチャルホ

スティング」業務は、１台のサーバー上に複数の仮想的なサーバーを区分構築し、その個々を顧客に貸

出し、当社が各ドメインを管理する業務であります。「ハウジング」業務は、当社が顧客にサーバーの設

置スペースを提供し、インターネットに接続する通信環境を提供するとともに、当社が各顧客のサーバ

ーの管理、運営を集中して行う業務であります。

「バーチャルホスティング」業務における顧客層は、個人や主としてメールサービスを利用している中

小企業等を対象としており、「ハウジング」業務においては、自社での十分なサーバー管理、運営が困難

である中小のウェブサイト運営企業等を対象としております。

平成12年４月より、当社独自のサーバー設置施設(データセンター)、データホテルを開設いたしまし

た。当該施設は、耐震構造、無停電電源施設等を有した建物を当社が賃貸し、データセンターとして顧

客に「バーチャルホスティング」業務及び「ハウジング」業務の各サービスを提供するものであります。

これにより、従来より行っておりましたインターネットマルチフィード株式会社からの施設の賃借につ

きましては、平成12年の10月をもちまして解消し、その全てを当社のデータホテルに移管いたしており

ます。

●ウェブ手数料事業         

当社がウェブ制作事業等で培ったインターネット関連の技術、ノウハウ及びプログラム等を活用し、

インターネットコンテンツの提供を行う事業であります。当該事業は、主に、当社が技術面を提供し、
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そのインターネットコンテンツ、システム及びサービスに対する対価として、その利用度に応じたイン

センティブ(ロイヤルティ)を収受するという成果報酬型の事業を基本としており、その各事業の必要に

応じて当社の独自事業、業務提携又は合弁会社設立による展開を行っております。ウェブ手数料事業売

上のうち86.5％を占めているインターネット広告事業は、インターネットの普及に伴い、ウェブページ

やメールマガジン等を広告媒体として利用するものであります。当社は株式会社サイバーエージェント

(以下、サイバー社という)と業務提携契約を締結しており、サイバー社からの受託事業である「サイバ

ークリック」及び同社との共同事業である「melma!」等により、インターネット上での広告事業に参画

しております。これら広告事業においては、何れの場合も、当社がシステムの開発、改善及び運用等の

技術面を、サイバー社が広告主及び広告媒体等への営業面を、それぞれ分担しております。

事業の系統図は、次のとおりであります。

法

 
 

　

人

 
 

　

顧
 

　

客

有力ネット
ベンチャー企業

(株)オン・ザ・エッヂ
・ウェブ制作事業
・ウェブ管理事業
・ウェブ手数料事業

海外 イ ン タ ー ネ ッ ト 広 告 事 業
･CYBERCLICK AGENT S.L.

(連結子会社)
・ウェブ手数料事業

手数料収入
サイバーエージェント

グループ等
(株)フープス

(持分法適用関連会社)

インターネット事業の業務委託
ホームページ制作・管理・運営の委託

投資、上場支援

事業提携

(株)キャピタリスタ
(連結子会社)
・その他の事業

(株)エッヂコマース
(連結子会社)
ECに特化：ウェブ制作事業

(株)スクイズ研究所
(連結子会社)
モバイル に 特 化 ： ウ ェ ブ 制 作 ・ 手 数 料 事 業
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4.　関 係 会 社 の 状 況         

議 決 権 の
所有(被所有)割合

名 称 住 所
資 本 金
又は出資金
(千円)

主要な事業の内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

関　　係　　内　　容 摘要

(連結子会社)
株 式 会 社
キ ャ ピ タ リ ス タ

東京都
渋谷区

400,000 その他の事業 100 ―

役員の兼任あり
当社とシナジー効果が期待できる未公開
企業への投資

(注)
２

株 式 会 社
ス ク イ ズ 研 究 所

岡山県
岡山市

50,000
ウェブ制作事業
ウェブ手数料事業

100 ―
役員の兼任あり
システム開発の委託

株 式 会 社
エ ッ ヂ コ マ ー ス

東京都
渋谷区

150,000 ウェブ制作事業 100 ―
役員の兼任あり
システム開発の委託

CYBERCLICK AGENT
S.L.

スペイン
1,036,000

EURO
ウェブ手数料事業 97.4 ― サイバークリックのシステム使用料

(持分法適用関連会社)
株 式 会 社
フ ー プ ス

東京都
渋谷区

10,000 ウェブ手数料事業 49.0 ― 役員の兼任あり

　(注) 1. 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。
　　　 2. 特定子会社に該当いたします。
　　　 3. 平成12年６月14日付で、CYBERCLICK AGENT S.L.を子会社化しております。
　　　 4. 当連結会計年度終了後、平成12年10月18日付で、中国大連に100％出資にて英極軟件開発有限公司を設立し

ております。
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5.　従 業 員 の 状 況         

(1) 連 結 会 社 の 状 況         
(平成12年９月30日現在)

事業の種類別セグメントの名称 従　　業　　員　　数 (名)

ウ ェ ブ 制 作 事 業 ・ ウ ェ ブ 手 数 料 事 業 38

ウ ェ ブ 管 理 事 業 19

そ の 他（注2) 36

合　　　　　　　　　　計 93

　(注) 1. 従業員数は就業人員であります。
　　　 2. 営業本部、管理本部、子会社への出向社員等、生産に携わる就業人員以外すべての者が含まれております。

(2) 提 出 会 社 の 状 況         
(平成12年９月30日現在)

従 業 員 数      （名) 平 均 年 齢      （歳) 平均勤続年数（年) 平均年間給与（円)

83 28.2 0.7 4,521,948

　(注) 1. 従業員は就業人員であります。
　　　 2. 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。
　　　 3. 事業規模の拡大に伴う採用増により、平成11年９月30日現在に比べて、63名増加しております。

(3) 労 働 組 合 の 状 況         

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２　事 業 の 状 況         

1.　業 績 等 の 概 要         

（1) 業 績         

当連結会計年度のわが国の景気は、企業収益が改善する中で、設備投資の増加が続くなど、緩やかに

回復しております。

最終需要面をみると、外生需要の面では、公共投資が補正予算の執行一巡に伴い減少に向かい始めて

おります。純輪出(実質輸出一実質輸入)は堅調な海外景気を背景に緩やかな増加傾向を辿っており、国

内民間需要の面では、設備投資が増加基調を続けております。個人消費は、一部指標にやや明るさが窺

われるものの、雇用・所得環境に目立った改善がみられない中で、全体としては回復感に乏しい状態が

続いております。

このような最終需要の動向のもとで、鉱工業生産は増加してまいりました。企業の収益や業況感も改

善を続けており、成長性の高い分野を中心に、設備投資増額など積極的な行動に転じる企業が増加して

おります。

当社の事業ドメインであるインターネット関連の市場は、急激に拡大しており、今までの商取引の概

念とは異なる新しい商取引の概念を生み出しつつあります。日本のインターネット利用者数は2,700万人

を超え、今後もインターネット関連の市場は大幅な拡大基調になることが予想されます。

このような状況下におきまして、当社は、ウェブ制作事業・ウェブ管理事業・ウェブ手数料事業の三

本柱それぞれにおきまして積極的な事業を展開してまいりました。

ウェブ制作事業に関しましては、受注の大型化が目立つようになり、企業広報のツールとしてのイン

ターネットの利用にとどまらず、企業の戦略的なインターネットの利用を前提としたウェブサイトの構

築などを手掛けております。

ウェブ管理事業に関しましては、当初の予定通り、４月よりインターネットデータセンター(データホ

テル)を開設いたしました。

ウェブ手数料事業に関しましては、サイバーエージェント社との共同事業であるmelma!(メール広告・

旧称「クリックインカム」)及び委託事業であるサイバークリック(バナ一広告)が安定的な収益源となっ

ております。また、平成12年７月にサイバーエージェント社、インターキュー社と合弁で、株式会社メ

ールインを設立し、サービスの多様化を図っております。

これら積極的な事業展開の結果、当期は、売上高は1,207百万円と大幅な増収となったものの、「デー

タホテル」立ち上げによる初期費用が影響し経常損失は180百万円となりました。当期は連結初年度であ

るため、業績について前年度との対比を行っておりません。

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。
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事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。
(単位：千円)

ウェブ制作
事 業

ウェブ管理
事 業

ウ ェ ブ
手数料事業

そ の 他 の
事 業

計
消 去 又 は
全 社

連 結

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益

　売 上 高

 (1) 外部顧客に対する売上高 747,386 199,513 233,978 26,157 1,207,035 ― 1,207,035

 (2) セグメント間の内部
　　　売 上 高 又 は 振 替 高

51,291 1,187 400 26,363 79,242 (79,242) ―

計 798,678 200,700 234,378 52,520 1,286,278 (79,242) 1,207,035

　営 業 費 用 446,680 472,889 51,149 57,199 1,027,918  358,812 1,386,730

　営業利益又は営業損失(△) 351,998  △272,188 183,228  △ 4,678 258,360  △438,054  △179,694

（2) キャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における営業活動による資金の減少は、811,052千円となりました。これは主に売上債

権の増加及び棚卸資産の増加、当期純損失によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、2,028,496千円となりました。これは主に投資

事業組合への出資金による支出、投資有価証券の取得による支出、本社移転に伴い購入した建物付属設

備等の有形固定資産の取得による支出によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における財務活動による資金の増加は、5,546,416千円となりました。これは主に新株

式の発行によるものであります。
　(注) 当連結会計年度から、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、各活動におけるキャッシュ・フロ

ーについての前期比較は行っておりません。
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2.　生産、受注及び販売の状況

(1) 生 産 実 績         

当社のウェブ制作事業は受注生産であり、その制作期間も短いため現在のところ生産実績は販売実績

とほぼ一致しております。従って生産実績に関しては販売実績の欄を参照してください。

(2) 受 注 実 績         
(単位：千円)

区 分 金 額 前 年 同 期 比(％)

ウ ェ ブ 制 作 事 業 768,707 ―

合　　　　　　　計 768,707 ―

　(注) 1. 金額には、消費税等は含まれておりません。
　　　 2. 当社は、当期より連結財務諸表を作成しており、前年同期比については比較できる数字がございませんので

記載を省略しております。

(3) 販 売 実 績         
(単位：千円)

区 分 金 額 前 年 同 期 比(％)

ウ ェ ブ 制 作 事 業 747,386 ―

ウ ェ ブ 管 理 事 業 199,513 ―

ウ ェ ブ 手 数 料 事 業 233,978 ―

そ の 他 の 事 業 26,157 ―

合　　　　　　　計 1,207,035 ―

　(注) 1. 金額には、消費税等は含まれておりません。
　　　 2. 当社は、当期より連結財務諸表を作成しており、前年同期比については比較できる数字がございませんので

記載を省略しております。
　　　 3. 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

(単位：千円)

当 連 結 会 計 年 度
相 手 先

金 額 割 合(％)

（株）サ イ バ ー エ ー ジ ェ ン ト 204,666 16.96

（株）エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ エ ッ ク ス 165,354 13.70
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3.　対 処 す べ き 課 題         

現在の主要事業であるウェブ制作及びウェブ管理並びにウェブ手数料の各事業の拡大を基本方針とし、

そのための方策として以下のような課題に対応していく所存であります。

①　ウェブ制作の多様化に対応できる技術者の確保

当社が設立以来取り組んでまいりましたウェブ制作事業における技術者は、同事業の市場規模の急激な

拡大により、需要が逼迫し、能力の高い技術者について採用が困難になる傾向があります。また、ウェブ

制作事業においては、システム構築、デザイン等に対する顧客のニーズも多様化し、優秀な技術者を確保

することが要求されております。

当社では、平成12年10月に中国大連市に、当社からのシステム開発の委託先として英極軟件開発有限公

司を、100％出資にて設立いたしました。これにより、当社の生産能力は大幅に向上する予定でありますが、

今後も技術者確保のため、積極的な採用活動を行っていく方針です。

②　ウェブ管理事業の黒字化

ウェブ管理事業においては、「データホテル」立ち上げのための初期費用が影響し、当期は売上総損失と

なりました。

４月より事業を開始した「データホテル」事業は、ネットワーク技術者の確保に成功し(当期末時点で19

名)、サポート体制は充分な強化ができました。当社の「データホテル」事業は、コネクティビティとラッ

クスペースの提供のみではなく、24時間ネットワーク技術者が常駐し、仕様変更やアクシデントに対応す

るマネージドサービスを標榜しております。今後は、顧客獲得のため営業体制を整備し、「データホテル」

事業の早期黒字化を目指します。

③　ウェブ手数料事業の多様化

ウェブ制作事業が労働集約的であるのに対し、インターネットコンテンツの提供に対して成果報酬型で

売上が計上されるウェブ手数料事業は、継続的に高い利益率で収益があがるモデルとなっております。当

期は、既に収益基盤が確立されている「サイバークリック」「melma!」事業の拡大を図るとともに、新規サ

ービスの展開を積極的に図ることで、利益の極大化を目指す方針です。当期は、広告事業として「メール

イン」「AD4Portal」等の新規事業を立ち上げましたが、今後も新たなサービスの立ち上げを積極的に行う

計画であります。

④　営 業 体 制 の 整 備         

当社の営業体制につきましては、当期より営業本部を発足させ、主に「データホテル」の販売活動を行

ってまいりました。(当期末時点で営業本部の人員は６名)今後は「データホテル」に加え、ウェブ制作事

業やウェブ手数料事業についても対応の必要性が出てきており、営業本部をさらに強化していく方針であ

ります。

⑤　知的所有権への対応

インターネットビジネスではコンテンツが不可欠の存在となります。そのコンテンツは「知的財産権制

度」によって保護されております。その結果、自社の権利を法的に保護するという側面と、自社が法的な

トラブルに巻き込まれるのを回避するという二つの側面からその対応を考えなければなりません。そのた

めに社内に法務の専門機関を設ける等の対応を敷くとともに、専門家を登用し訴訟問題等に対応できる体

制を整備する必要があります。
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4.　経営上の重要な契約等

技術、資本、販売等の契約

契約年月日 相手先名 提携の内容 契約の期間

平成10年９月１日 (株)サイバーエージェン
ト

サイバークリック業務システムに関する契約 平成10年９月１日(平成
11年９月１日更改)から
平成15年８月31日まで
（注１）

平成11年１月21日 (株)サイバーエージェン
ト

クリックインカムに関する業務提携契約
(株)サイバーエージェントと共同で行うメー
ルマガジン広告事業「クリックインカム」に
関する契約

平成11年１月21日から
平成16年１月20日まで
（注１）

平成11年５月１日 (株)エヌ・ティ・ティエ
ックス(注２)

「ホットワイアード」サイトで(株)エヌ・テ
ィ・ティエックスが行うインターネット上で
の情報提供サービスに関する業務委託契約

平成
 

11年４月１日から
平成12年３月31日まで
（注３）

平成11年６月11日 (株)エヌ・ティ・ティエ
ックス(注２)

(株)エヌ・ティ・ティエックスが運営するウ
ェブサイト「goo」のシステム保守・運用に
関する業務委託契約

平成11年５月１日から
平成12年３月31日まで
（注４）

平成12年10月１日 (株)エヌ・ティ・ティエ
ックス(注２)

「ホットワイアード」サイトで(株)エヌ・テ
ィ・ティエックスが行うインターネット上で
提供するサービスの運用関連業務についての
業務委託契約

平成12年10月１日から
平成13年３月31日まで

　(注) 1. 期間満了３ヶ月前迄に双方いずれかからも書面による解約の申し入れがない場合は更に５ヶ年延長する。
　　　 2. 同社は(株)エヌ・ティ・ティ・エムイー情報流通から社名変更しております。
　　　 3. (株)エヌ・ティ・ティエックスからの事前の書面による通知をもって契約期間は延長される。
　　　 4. 契約上の業務実施時期（契約期間）については、別途協議の上当該実施時期を変更することができる。

業務提携契約の一部変更

契約年月日 相 手 先 名 提 携 の 内 容

平成12年５月19日 (株)サイバーエージェント サイバークリックに関する利益配分方法の一部変更

平成12年５月19日 (株)サイバーエージェント
melma（旧クリックインカム）に関する利益配分方法の一部変
更
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5.　研 究 開 発 活 動         

当連結会計年度の研究開発活動は、研究開発費として46,107千円が計上されており、その内訳は主にウ

ェブ手数料事業におけるメールマガジン配信システム「melma!」のリニューアルに関する開発費でありま

す。

また、当社は、インターネット業界の変化のスピードに対応していくため、上記にあげた以外にも、業

務上において新技術等の蓄積及び活用を図っており、各種ミーティングを通じて情報の共有化及びレベル

アップに努めております。
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第３　設 備 の 状 況         

1.　設備投資等の概要         

当連結会計年度の設備投資の主なものは、データホテルにおけるサーバーを収納するラックの購入代金

90百万円、本社オフィス移転に伴う建物、構築物の取得代金22百万円であります。

所要資金は、すべて自己資金によって賄っております。

2.　主要な設備の状況         

（1) 提 出 会 社         

帳 簿 価 額             （千円)
事 業 所 名         
(所  在  地        )

セグメント
の 名 称

設備の
内 容

建 物 構 築 物 車両運搬具
工 具 器 具
及び備品

合 計

従 業
員 数
(名)

摘 要

本 社
(東京都渋谷区)

ウェブ制作
事業
ウェブ手数
料事業

全業務 20,488 298 496 18,130 39,414 57

デ ー タ セ ン タ ー
(東京都品川区)

ウェブ管理
事業

サーバー
設置スペ
ース

16,602 ― 682 117,889 135,173 19

合 計 37,090 298 1,179 136,019 174,588 76

　(注) 1. 上記以外に本社及びデータセンターの建物を賃借しております。
　　　 2. 上記金額には消費税等は含まれておりません。

（2) 国 内 子 会 社         

帳 簿 価 額             （千円)
会 社 名

事 業 所 名     
（所 在 地    )

セグメント
の 名 称

設備の
内 容

建 物 構 築 物
車 両
運 搬 具

工具器具
及び備品

合 計

従 業
員 数
(名)

摘 要

株 式 会 社
キャピタリスタ

本 社
(東京都渋谷区)

その他の事
業

全業務 4,414 ― ― 2,656 7,071 2

株 式 会 社
スクイズ研究所

本 社
(岡山県岡山市)

ウェブ制作
事業
ウェブ手数
料事業

全業務 578 ― ― 544 1,122 2

株 式 会 社
エッヂコマース

本 社
(東京都渋谷区)

ウェブ制作
事業
ウェブ手数
料事業

全業務 1,198 ― ― ― 1,198 6

合 計 6,192 ― ― 3,201 9,393 10

（3) 在 外 子 会 社         

帳 簿 価 額             （千円)
会 社 名

事 業 所 名     
（所 在 地    )

セグメント
の 名 称

設備の
内 容

建 物 構 築 物
車 両
運 搬 具

工具器具
及び備品

合 計

従 業
員 数
(名)

摘 要

C Y B E R C L I C K
A G E N T  S . L .

本 社
(スペイン)

ウェブ手数
料 事 業

全業務 143 ― ― 3,009 3,152 2

合 計 143 ― ― 3,009 3,152 2
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3.　設備の新設、除却等の計画

（1) 重要な設備の新設等
(単位：千円)

投 資 予 定 額
会 社 名

事 業 所 名     
（所 在 地    )

セグメント
の 名 称

設備の
内 容

総 額 既支払額

資金調達
方 法

着手年月
完了予定
年 月

完成後の
増加能力

英極軟件開発
有 限 公 司

本 社
（中 国）

ウェブ制作
事 業

全業務 33,750 33,750 自己資金 12年10月 12年11月 ―

合 計 33,750 33,750 ― ― ― ―

（2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。



ファイル名:06-0108600101212.doc 更新日時:00/12/20 9:08　印刷日時:00/12/27 17:21

― 16 ―

第４　提 出 会 社 の 状 況         

1.　株 式 等 の 状 況         

(1) 株 式 の 総 数 等         

種　　　　　　　類 会社が発行する株式の総数 摘　　　　　　　　　　要

普 通 株 式 48,000株

計 48,000株 ―

発　　　　行　　　　数記名・無記名の別及び
額面・無額面の別

種　類 事業年度末現在
(平成12年９月30日)

提 出 日 現 在
(平成12年12月25日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

摘　　　要

記 名 式 額 面 株 式
(券面額　50,000　円) 普通株式

株
13,042

株
13,042

東京証券取引所
(マザーズ)

議決権を有して
おります。

発 

行 

済 

株 

式 計 ― 13,042 13,042 ― ―

(2) 発行済株式総数、資本金等の推移

発行済株式総数 資本金 (出資金 ) 資 本 準 備 金
年月日

増 減 数 残 高 増 減 額 残 高 増 減 額 残 高
摘　　　　　　要

平成８年
４月22日

株(口)
( 120)

株(口)
( 120)

千円
6,000

千円
6,000

千円
―

千円
―

設立
発行価格　50,000円

平成９年
７月１日

80 200 4,000 10,000 ― ―
有償第三者割当（注２、３）
発行価格　　50,000円
資本組入額　50,000円

平成11年
８月３日

600 800 30,000 40,000 ― ―
有償株主割当　１：３
発行価格　　50,000円
資本組入額　50,000円

平成11年
９月４日

150 950 225,000 265,000 225,000 225,000
有償第三者割当（注４）
発行価格　　3,000,000円
資本組入額　1,500,000円

平成11年
９月30日

50 1,000 75,000 340,000 75,000 300,000
有償第三者割当（注５）
発行価格　　3,000,000円
資本組入額　1,500,000円

 平成12年
１月11日

11,000 12,000 260,000 600,000 　△ 260,000 40,000 資本準備金の資本組入（注６）

平成12年
４月６日

1,000 13,000 1,487,500 2,087,500 4,062,500 4,102,500

有償・ブックビル方式による募集
発行価格　　6,000,000円
引受価額　　5,600,000円
発行価額　　2,975,000円
資本組入額　1,487,500円

平成11年
10月１日
～

平成12年
９月30日

42 13,042 250,000 250,000 ― 4,102,500
新株引受権の行使
発行価格　　250,000円
資本組入額　250,000円

　(注) 1. 平成９年７月１日を以って有限会社から株式会社に組織変更を行ったため、それ以前の状況については、出
資金について記載しております。

　　　 2. 現物出資によるものであります。
　　　 3. 割当先：堀江貴史、有馬晶子
　　　 4. 割当先：(株)光通信
　　　 5. 割当先：(株)グッドウィル・コミュニケーション
　　　 6. 平成12年１月11日を以って、資本準備金を資本に組入れるとともに、１：12の株式分割を実施しております。
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　　　 7. 新株引受権の残高、行使価格及び資本金組入額は次のとおりであります。
当該新株引受権は、東京証券取引所の上場前の公募又は売出し等に関する規則第20条の２に規定する成功報
酬型ワラントであります。

平成12年９月30日現在 平成12年11月30日現在銘　柄
(発　行　日) 残　　高 行使価格 資本組入額 残　　高 行使価格 資本組入額

第１回新株引受権付
無担保社債の新株引受権
 (平成

 

12年１月19日）
26,750千円 250,000円 ※ 16,250千円 250,000円 ※

　※　資本組入額は、その新株引受権の権利行使により発行する株式の発行価額に0.5を乗じ、その結果１円未満の端数
が生じるときは、その端数を切り上げた額としております。ただし、その新株引受権の権利行使により、発行す
る株式１株につき資本に組み入れる額は、当社額面普通株式の額面金額を下回らないものとします。

　(注) 8． 商法第280条の19の規定に基づく新株引受権の残高等は、次のとおりであります。
平成12年９月30日現在 平成12年11月30日現在

株主総会の
特別決議日 新株発行

予定株数 発行価格 資本組入額 権利行使
期　　間

新株発行
予定株数 発行価格 資本組入額 権利行使

期　　間

平成12年
１月17日

株

390
※

円

250,000

円

125,000 平成14年４月１日～
平成16年３月31日

株

390
※

円

250,000

円

125,000 平成14年４月１日～
平成16年３月31日

　※　以下の役員及び従業員に対して新株引受権を付与しております。
取　　　　締　　　　役　　　　 小 飼  弾           40株
取　　　　締　　　　役　　　　 和 井 内  修  司           20株
取　　　　締　　　　役　　　　 須 貝 嘉 典           20株
取　　　　締　　　　役　　　　 宮 内 亮 治           20株
取　　　　締　　　　役　　　　 福 本 直 之           20株
従　　　　業　　　　員　　　　　　　　　37名 270株
合　　　　　　　　　計 390株

(3) 所 有 者 別 状 況         
平成12年９月30日現在

株  式  の  状  況         
区 分

政 府 及 び
地方公共団体 金 融 機 関 証 券 会 社 そ の 他 の

法 人
外国法人等
(うち個人) 個人その他 計

端 株 状 況

株 主 数
人
― 18 1 85

27
　　( ―)

693 824 ―

所有株式数
株
― 245 364 2,940

369
　　( ―)

9,124 13,042
株

―

割 合
％
― 1.88 2.79 22.54

2.83
　　( ―)

69.96 100 ―

　(注) 上記「その他の法人」には証券保管振替機構名義失念株式が５株含まれております。
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(4) 大 株 主 の 状 況         
平成12年９月30日現在

氏名又は名称 住　　　　　　　　　所 所有株式数 発行済株式総数に対する
所 有 株 式 数 の 割 合

堀 江 貴 文 目黒区中目黒４―11―21
株

7,920
％

60.72

（株）光 通 信 千代田区大手町２―１―１ 1,800 13.80

（株）グッドウィル・コミュニケーション 東京都港区六本木４丁目８―５ 600 4.60

大和証券エスビーキャピタル・マーケッツ(株) 東京都中央区八重洲１丁目３―５ 364 2.79

杏 林 製 薬（株) 千代田区神田駿河台２丁目５ 300 2.30

日 本信託銀行（株)（年金口) 中央区日本橋３丁目１―８ 101 0.77

和 井 内 修 司 港区三田１―12―17 96 0.73

宮 内 亮 治 横浜市金沢区六浦町948―９ 82 0.62

（株）フ ル キ ャ ス ト 渋谷区桜丘町２―６ 65 0.49

バンクオブニューヨークヨーロッパリミテッド131705 中央区日本橋兜町６―７ 60 0.46

計 ― 11,388 87.32

(5) 議 決 権 の 状 況         
平成12年９月30日現在

議 決 権 の あ る 株 式 数
議 決 権 の な い
株 式 数

自 己 株 式 等 そ の 他
端 株 数 摘　　　　　　　　要

発
行
済
株
式 株

―
株
―

株
13,042

株
―

　(注) 上記「議決権のある株式数」の「その他」の欄には、証券保管振替機構名義失念株式が５株含まれております。

所 有 者 の 氏 名 又 は 名 称 等 所　有　株　式　数

氏名又は名称       住　　　　　所 自己名義 他人名義 計

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数 の 割 合

摘　　　　　　要

― ―
株
―

株
―

株
―

％
―

― ― ― ― ― ―

自
　
己
　
株
　
式
　
等

計 ― ― ― ― ― ―
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(6) ストックオプション制度の内容

当社は、ストックオプション制度を採用しております。商法第280条ノ19の規定に基づき、取締役５名

及び従業員37名に対し新株引受権を付与することを平成12年１月17日開催の臨時株主総会において決議

したものであります。当該制度の内容は以下のとおりであります。

付与対象者 株式の種類 株　式　数 譲 渡 価 格     権 利 行 使 期 間         
権 利 行 使
についての条件

取締役５名 額面普通株式
１人10株から40株の範囲
　合　　計 120株

従業員37名 額面普通株式
１人５株から20株の範囲
　合　　計 120株

１株当たり
250,000円

平成14年４月１日から
平成16年３月31日まで
但し、新株引受権付与
契約において当該期間
内であっても当社株式
が東京証券取引所に上
場される日の前日まで
の期間については権利
行使できないものとな
っております。

平成12年１月12日開
催の取締役会決議お
よび平成12年１月17
日開催の臨時株主総
会決議に基づき、当
社と対象取締役およ
び従業員との間で締
結する「新株引受権
付与契約」に定めら
れております。

　(注) 1. 主な行使条件は次のとおりであります。
①　新株引受権対象株式数の一部につき権利を行使することができる。ただし、当社の定款規定の１単位未
満の株式に関しては、この限りではない。

②　次の場合にはその権利を喪失する。
　　　　　(a) 禁固、懲役、死刑に処された場合。禁固・懲役については執行猶予となった場合も含む。
　　　　　(b) 当社の就業規則により懲戒解雇又は論旨解雇の制裁を受けた場合。
　　　　　(c) 当社と競合する事業を目的とする他の会社の役職員に就任した場合。

③　行使期間到来後に死亡した場合には、その相続人が権利を相続する。
④　新株引受権は譲渡することが出来ない。

　　　 2. 行使価格の調整
株式の分割及び時価を下回る価格で新株を発行（転換社債の転換、新株引受権証券による権利行使及び商法
第280条ノ19に基づく新株引受権行使の場合を含まない）するときは、次の算式により発行価額を調整し、
調整により生ずる１円未満の端数は切上げる。

調 整 後
発行価額 ＝ 

調 整 前
発行価額 × 

既発行株式数 ＋ 

新規発行
株 式 数

 × １株当たり
払 込 金             

１株当たりの時価
                       
既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数

ただし、行使価格調整式により算出された権利行使価格が、当社の普通株式の額面金額を下回るときは、そ
の額面金額をもって調整後の行使価格とする。

2.　自己株式の取得等の状況

[取締役又は使用人への譲渡及び利益、資本準備金又は再評価差額金による消却に係る自己株式の取得等の状況]

(1) 前決議期間における自己株式の取得等の状況

該当事項はありません。

(2) 当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

該当事項はありません。

[資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況]

(1) 前決議期間における自己株式の買受け等の状況

該当事項はありません。

(2) 当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等

該当事項はありません。
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3.　配 当 政 策         

当社は、創業間もないこともあり将来の事業展開の拡大のため、内部留保に務め充実させることを主眼

におきつつ、各期の経営業績を考慮に入れて決定することを基本方針としております。

当面は、今後の経営基盤強化のため、安定した財務体質を目指し、新たな事業展開に備え、内部留保に

重点を置いた将来キャッシュ・フローの増大を目指していく所存であります。

その結果、配当に関しましては、当分の間見送る所存であります。

4.　株 価 の 推 移         

回 次 第　１　期 第　２　期 第　３　期 第　４　期 第　５　期

決算年月 平成８年２月 平成９年２月 平成10年２月 平成11年９月 平成12年９月

最 高
千円
― ― ― ― 5,610

最 近 ５ 年 間 の

事 業 年 度 別

最 高 ・ 最 低 株 価

最 低
千円
― ― ― ― 1,400

月 別
平成12年
４　　月

５　　月 ６　　月 ７　　月 ８　　月 ９　　月

最 高
千円

5,610 4,010 3,300 4,300 3,150 2,930
最 近 ６ 箇 月 間 の

月別最高・最低株価

最 低
千円

3,300 1,450 1,400 2,740 2,500 1,810

　(注) 1. 最高・最低株価は東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。
　　　 2. 当社株式は平成12年４月６日から東京証券取引所（マザーズ）に上場されております。それ以前については

株価については該当はありません。
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5.　役 員 の 状 況         

役名及び職名 氏　　　　　名
(生　年　月　日) 略　　　　　　　　　　　　　　歴 所有株式数

千株

取 締 役 社 長 

（代表取締役)
堀 江 貴 文
(昭和47年10月29日生)

平成８年４月　(有)オン・ザ・エッヂを設立し、代表
取締役に就任

平成９年７月　当社代表取締役就任（現任）
平成10年２月　(有)ダービー・スクェアー代表取締役

就任
平成11年９月 (株)サイバーエージェト取締役就任
平成12年４月 (株)キャピタリスタ取締役会長就任

（現任）
(株)スクイズ研究所代表取締役会長
就任（現任）

平成12年５月　(株)エッヂコマース代表取締役会長就
任（現任）

7,920

取 締 役
(取締役副社長)

須 貝 嘉 典
(昭和46年１月31日生)

平成２年12月　(株)ピー・エム・ピー入社
平成３年９月　(株)ワープ入社
平成９年３月　(有)ワイノット設立　取締役に就任
平成11年12月　当社入社　取締役に就任（現任）

―

取 締 役
(最高技術責任者)

小 飼 　 弾
(昭和44年８月17日生)

平成８年５月　ディーエイエヌ(有)を設立し代表取締
役に就任

平成11年９月　当社取締役に就任（現任）
平成11年11月　(株)フープス取締役就任（現任）
平成12年10月 英極軟件開発有限公司副総経理就任

（現任）

48

取 締 役
(最高財務責任者)

宮 内 亮 治
(昭和42年８月19日生)

昭和61年４月　井上税理士事務所入所
平成７年12月　税理士登録
平成11年７月　当社取締役に就任（現任）
平成12年４月　(株)キャピタリスタ取締役就任(現任)
平成12年５月　(株)エッヂコマース取締役就任(現任)

82

取 締 役 

（管理本部長)
和 井 内 　 修 　 司
(昭和45年３月５日生)

平成６年４月　新菱冷熱工業(株)入社
平成10年８月　当社入社
平成11年７月　当社取締役就任（現任）

96

取 締 役
（チーフクリエイティブオフィサー)

福 本 直 之
(昭和43年11月19日生)

平成６年８月　ウェブデザイナーとしてフリーで活動
開始

平成10年10月　(株)レインボージャパン入社
平成12年１月　当社入社　取締役に就任（現任）

―

監 査 役 

（常
 

勤)
秦 　 博 史
(昭和43年４月10日生)

平成９年10月　当社入社経理担当
平成11年12月　当社監査役に就任（現任）

―

監 査 役 

（常
 

勤)
武 　 石 　 久 米 穗
(昭和８年12月24日)

昭和28年７月　警視庁警察官
昭和３年７月　警視庁万世橋署長
平成４年10月　住宅・都市整備公団入社
平成12年４月　当社入社、管理本部顧問
平成12年12月　当社監査役就任（現任）

―

監 査 役 

（非 常
 

勤)
大 橋 俊 二
(昭和32年６月13日生)

平成２年10月　辻誠法律事務所勤務
平成９年３月　弁護士登録
平成９年４月　清水法律事務所勤務
平成11年12月　当社監査役に就任（現任）
平成12年４月　(株)エッヂコマース監査役就任(現任)

―

計 ― ― 8,146

　(注)　監査役大橋俊二は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社外監査役であ
ります。
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取締役６名について

代表取締役社長である堀江貴文は、経営全般と技術全般を担当しております。

取締役副社長である須貝嘉典は、各事業を統括し業務管理および顧客維持のための営業活動を行ってお

ります。

取締役である小飼弾は、技術全般を担当しております。

取締役である宮内亮治は、管理本部財務セクションを統括するとともに情報開示担当役員であります。

取締役である和井内修司は、管理本部を統括し、本部内の業務管理をおこなっております。

取締役である福本直之は、デザイン全般を担当しております。
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第５　経 理 の 状 況         

1.　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当連結会計年度（平成11年10月１日から平成12年９月30日まで）より連結財務諸表を作成して

おります。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、第４期事業年度（平成10年３月１日から平成11年９月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則

に基づき、第５期事業年度（平成11年10月１日から平成12年９月30日まで）は、改正後の財務諸表等規

則に基づいて作成しております。

2.　監査証明について         

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第４期事業年度（平成11年３月１日から平成11年９月

30日まで）の財務諸表については、監査法人神奈川監査事務所の監査を受け、当連結会計年度（平成11年

10月１日から平成12年９月30日まで）及び第５期事業年度（平成11年10月１日から平成12年９月30日ま

で）の連結財務諸表及び財務諸表について、神奈川監査法人により監査を受けております。

その監査報告書は、連結財務諸表及び財務諸表のそれぞれの直前に掲げてあります。

なお、監査法人神奈川監査事務所は平成12年７月を以って、神奈川監査法人に名称を変更しております。

なお、前事業年度に係る監査報告書は、平成12年３月８日に提出した有価証券届出書に添付されたもの

の写しを利用しています。

当社は、平成11年９月29日開催の臨時株主総会の決議において、決算期を２月28日から９月30日に変更

いたしました。従って、第４期は決算期変更に伴い、平成11年３月１日から平成11年９月30日までの７か

月決算となっております。
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1.　連 結 財 務 諸 表 等         

(1) 連 結 財 務 諸 表         

①　連 結 貸 借 対 照 表         
(単位：千円)

当連結会計年度        
(平成12年９月30日現在)

期　　別

科　　目 金　　　　　　額 構成比

(資　産　の　部)
％

Ⅰ　流 動 資 産         

　1. 現 金 及 び 預 金 2,519,347

　2. 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 556,326

　3. 有 価 証 券 800,569

　4. た な 卸 資 産 135,588

　5. 繰 延 税 金 資 産 76,158

　6. そ の 他 215,010

　　　貸 倒 引 当 金 　　　△ 2,415

　　流 動 資 産 合 計 4,300,586 67.4

Ⅱ　固 定 資 産         

　1. 有 形 固 定 資 産

　 (1) 工 具 器 具 及 び 備 品※１ 142,230

　 (2) そ の 他※１ 44,903

　　有 形 固 定 資 産 合 計 187,134 2.9

　2. 無 形 固 定 資 産 19,178 0.3

　3. 投 資 そ の 他 の 資 産

　 (1) 投 資 有 価 証 券 631,315

　 (2) 出 資 金※２ 1,132,398

　 (3) 差 入 保 証 金 95,787

　 (4) 繰 延 税 金 資 産 1,516

　 (5) そ の 他※３ 8,669

　　　投資その他の資産合計 1,869,687 29.3

　　固 定 資 産 合 計 2,076,000 32.5

Ⅲ　為替換算調整勘定         3,183 0.0

　　資 産 合 計 6,379,770 100.0
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(単位：千円)
当連結会計年度        

(平成12年９月30日現在)
期　　別

科　　目 金　　　　　　額 構成比

(負　債　の　部)
％

Ⅰ　流 動 負 債         

　1. 買 掛 金 131,775

　2. 短 期 借 入 金 4,375

　3. 未 払 金 49,311

　4. 未 払 法 人 税 等 13,609

　5. 賞 与 引 当 金 27,486

　6. そ の 他 32,302

　　流 動 資 産 合 計 258,861 4.1

　　負 債 合 計 258,861 4.1

(少数株主持分       )

　　少 数 株 主 持 分 2,511 0.0

(資　本　の　部)

Ⅰ　資 本 金         2,098,000 32.9

Ⅱ　資 本 準 備 金         4,102,500 64.3

6,200,500 97.2

Ⅲ　欠 損 金         82,102 △ 1.3

　　資 本 合 計 6,118,397 95.9

　　負債､少数株主持分及び資本合計 6,379,770 100.0
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②　連 結 損 益 計 算 書         
(単位：千円)

当連結会計年度        

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)期　　別

科　　目
金　　　　　　額 百分比

Ⅰ　売　　　上　　　高 1,207,035
％

100.0

Ⅱ　売 上 原 価         ※１ 944,237 78.2

　　売 上 総 利 益 262,797 21.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2 442,492 36.7

　　営 業 損 失 179,694 　　△ 14.9

Ⅳ　営 業 外 収 益         

　1. 受 取 利 息 1,746

　2. 受 取 配 当 金 716

　3. 損 害 補 償 金 7,197

　4. そ の 他 8,633 18,293 1.5

Ⅴ　営 業 外 費 用         

　1. 支 払 利 息 472

　2. 新 株 発 行 費 12,858

　3. 保 証 金 償 却 4,003

　4. 持分法による投資損失 1,292

　5. そ の 他 381 19,007 1.6

　　経 常 損 失 180,408 　　△ 14.9

Ⅵ　特 別 利 益         

　　　投 資 有 価 証 券 売 却 益 75,780 75,780 6.3

Ⅶ　特 別 損 失         

　　　上 場 費 用 36,105

　　　本 社 移 転 費 用 25,497

　　　過年度営業債権整理損 3,743 65,345 5.4

　　税金等調整前当期純損失 169,974 　　△ 14.1

　　法人税、住民税及び事業税 12,320

　　過 年 度 法 人 税 等 3,203

　　法 人 税 等 調 整 額 　　　△ 80,871 　　　△ 65,347 　　△ 5.4

　　少 数 株 主 利 益 148 0.0

　　当 期 純 損 失 104,479 　　△ 8.7
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③　連結剰余金計算書         
(単位：千円)

当連結会計年度        

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)期　　別

科　　目
金　　　　　　　額

Ⅰ　連結剰余金期首残高

　1. 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 25,572

　2. 過 年 度 税 効 果 調 整 額 　　　　　　△ 3,195 22,377

Ⅱ　当 期 純 損 失         104,479

Ⅲ　欠 損 金 期 末 残 高         82,102
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④　連結キャッシュ・フロー計算書
(単位：千円)

当連結会計年度        

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)科　　　　　　　　　目

金　　　　　　額

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 169,974
　　　減 価 償 却 費 及 び 償 却 費 36,068
　　　繰 延 資 産 償 却 費 5
　　　受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 　　　　　　 △ 2,462
　　　支 払 利 息 472
　　　持 分 法 に よ る 投 資 損 失 　　　　　　 △ 1,292
　　　投 資 有 価 証 券 売 却 益 　　　　　　 △ 75,780
　　　売 上 債 権 の 増 加 額 　　　　　　 △ 475,703
　　　棚 卸 資 産 の 増 加 額 　　　　　　 △ 131,702
　　　前 渡 金 の 増 加 額 　　　　　　 △ 65,047
　　　未 収 入 金 の 増 加 額 　　　　　　 △ 102,202
　　　仕 入 債 務 の 増 加 額 105,462
　　　未 払 金 の 増 加 額 49,624
　　　そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 額 　　　　　　 △ 367
　　　そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 額 44,582

　　小　　　　　　　　　　　計 　　　　　　 △ 788,317
　　　利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 2,462
　　　利 息 の 支 払 額 　　　　　　 △ 472
　　　法 人 税 等 の 支 払 額 　　　　　　 △ 24,724
　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　　　　　　 △ 811,052
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 　　　　　　 △ 211,713
　　　無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 　　　　　　 △ 18,520
　　　投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 　　　　　　 △ 631,315
　　　出 資 金 の 支 払 に よ る 支 出 　　　　　　 △ 1,132,398
　　　関 係 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 　　　　　　 △ 3,607
　　　保 証 金 の 差 入 に よ る 支 出 　　　　　　 △ 92,469
　　　貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 　　　　　　 △ 17,687
　　　投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 77,280
　　　関 係 会 社 出 資 金 の 回 収 に よ る 収 入 3,000
　　　そ の 他 の 資 産 の 増 減 額 　　　　　　 △ 1,066
　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　　　　　　 △ 2,028,496
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 　　　　　　 △ 7,500
　　　短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 　　　　　　 △ 3,152
　　　株 式 の 発 行 に よ る 収 入 5,557,068
　　財務活動によるキャッシュ・フロー 5,546,416
Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額               2,706,867
Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高               613,049
Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高               3,319,917
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連結財務諸表作成のための基本となる事項

項　　　　　　　目
当連結会計年度        

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
1.　連結の範囲に関する事項 連結子会社は、

(株)キャピタリス夕
(株)エッヂコマース
(株)スクイズ研究所
CYBERCLICK AGENT S.L.
の合計４社であります。

2.　持分法の適用に関する事項 (株)フ一プス１社に対して持分法を適用しておりま
す。

3.　連結子会社の事業年度に関する事項 連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は
CYBERCLICK AGENT S.L.であり、12月31日決算日か
ら８月31日決算日に変更し、事業年度の月数が８ヶ
月となっております。連結財務諸表の作成にあたっ
ては平成12年８月31日現在の財務諸表を使用し、連
結決算日との間に生じた重要な取引については、連
結上必要な調整を行っております。それ以外の連結
子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま
す。

4.会計処理基準に関する事項 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法
有価証券
総平均法による原価法を採用しております。
棚卸資産
仕掛品　個別法による原価法を採用しております。
貯蔵品　先入先出法に基づく原価法を採用しており

ます。
(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産　法人税法に規定する定率法によって

おります。
無形固定資産　法人税法に規定する定額法によって

おります。但し、ソフトウェア（自
社利用分）については、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。今期計上し
たソフトウェアは、未完成ですので
償却しておりません。

長期前払費用　法人税法に規定する定額法によって
おります。

繰延資産　創業費　　　支出時に全額費用として処
理しております。

　　　　　新株発行費　支出時に全額費用として処
理しております。

(3)重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えて、法人税法の規定
に基づき、債権額の一定割合（法定繰入率）を計上
しているほか、個別債権の回収可能性を検討して計
上しております。
賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給対象期間を
基礎に当期の負担に属する支給見込額を計上してお
ります。
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項　　　　　　　目
当連結会計年度        

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
(4)重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有者が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンスリース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。
(5)その他の連結財務諸表作成の為の重要な事項
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
投資事業組合への出資金は、組合契約に規定される
決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎
として、損益帰属方式により取り込む方法によって
おります。

5.　連結子会社の資産及び負債の評価
に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価
評価法によっております。

6.　連結調整勘定の償却に関する事項 連結調整勘定の償却は、発生年度において一括償却
しております。

7.　利益処分項目等の取り扱いに関す
る事項

連結会計年度中に確定した損失処理に基づいて作成
しております。

8.　連結キャッシュフロー計算書にお
ける資金の範囲

連結キャッシュフロー計算書における資金（現金及
び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ
月以内に償還期限の到来する短期投資を範囲として
おります。
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追 加 情 報         

当連結会計年度        

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
(税効果会計の適用)
当期より税効果会計を適用しております。
この変更伴い、従来の方法によった場合に比べ、繰延税金資産77,675千円(流動資
産76,158千円、投資その他の資産1,516千円)が計上され、当期純損失は80,871千円
少なく、当期未処理損失は77,675千円少なく計上されております。

(ソフトウェア)
当連結会計年度より、ソフトウェアの会計処理及び表示について研究開発費等に係
る会計基準を適用しております。

注 記 事 項         

(連結貸借対照表関係         )

当連結会計年度        
(平成12年９月30日現在)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、43,667千円であります。

※２　投資事業組合への出資金の評価
　　　　投資事業組合への出資金全額については、平成12年４月30日現在の組合決

算報告書に基づいて評価しております。

※３　関連会社に対するものは次の通りであります。
　　　　関係会社株式　3,607千円

(連結損益計算書関係         )

当連結会計年度        

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
※１　一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費は次の通りであります。
　　　一　般　管　理　費 46,107千円

※２　販売費及び一般管理費のうち主なものは次の通りであります。
　　　役 員 報 酬         129,256千円
　　　給　　　　　　　料 47,054千円
　　　広　告　宣　伝　費 46,701千円
　　　研　究　開　発　費 46,107千円
　　　地 代 家 賃         28,699千円
　　　賞 与 引 当 金 繰 入          7,021千円

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当連結会計年度        

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と関
係は次の通りであります。
現金及び預金勘定         2,519,347千円
有 価 証 券 勘 定         800,569千円

現金及び現金同等物         3,319,917千円
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(リ ー ス 取 引 関 係         )

当連結会計年度        

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

工具器具及び備品 そ　の　他 合　　　計
　　取 得 価 額 相 当 額         24,744千円 3,776千円 28,520千円
　　減価償却累計額相当額         3,608千円 734千円 4,342千円
　　期 末 残 高 相 当 額         21,135千円 3,042千円 24,177千円
(2) 未経過リース料期末残高相当額
　　　１　　　年　　　内 7,099千円
　　　１　　　年　　　超 17,543千円

　　　　合　　　　計 24,642千円
(3) 支払リース料及び減価償却費相当額
　　　支 払 リ ー ス 料         4,699千円
　　　減価償却費相当額         4,342千円
　　　支 払 利 息 相 当 額         822千円
(4) 減価償却費相当額の算定方法
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
(5) 利息相当額の算定方法
　　リース料相当額とリース物権の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期
への配分方法は利息法によっております。
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(有価証券の時価等関係)

有 価 証 券 の 時 価 等             

当連結会計年度        
（平成12年９月30日現在)

種　　　　　　　　類
連結貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

流 動 資 産 に 属 す る も の ― ― ―

　　株 式 ― ― ―

　　債 券 ― ― ―

　　そ の 他 ― ― ―

　　小 計 ― ― ―

固 定 資 産 に 属 す る も の ― ― ―

　　株 式 ― ― ―

　　債 券 ― ― ―

　　そ の 他 ― ― ―

　　小 計 ― ― ―

　　合 計 ― ― ―

　(注)　開示の対象から除いた主な有価証券の連結貸借対照表計上額

当連結会計年度

F F F 300,569千円流動資産に属するもの

M M F 500,000千円

固定資産に属するもの
　店頭売買株式を除く非上場株式

631,315千円

(デリバティブ取引関係)
当連結会計年度        

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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(税 効 果 会 計 関 係         )

当 連 結 会 計 年 度         

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は次の通りであります。

　　繰 延 税 金 資 産         
　　賞 与 引 当 金 繰 入 超 過            3,539千円
　　一括償却資産償却超過            1,070千円
　　無形固定資産償却超過            446千円
　　繰 越 欠 損 金            72,628千円
　　仮 払 税 金 認 定 損            △　　　8千円

　　　　合　　　　　　計 77,675千円
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(セ グ メ ン ト 情 報         )

1.　事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（自　平成11年10月１日　至　平成12年９月30日）
(単位：千円)

ウェブ制作
事　　　業

ウェブ管理
事　　　業

ウ　ェ　ブ
手数料事業

その他の
事　　業

計
消去又は
全　　社

連　　結

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益
　売 上 高
 (1) 外部顧客に対する売上高 747,386 199,513 233,978 26,157 1,207,035 ― 1,207,035
 (2) セグメント間の内部
　　　売 上 高 又 は 振 替 高

51,291 1,187 400 26,363 79,242 (79,242) ―

計 798,678 200,700 234,378 52,520 1,286,278 (79,242) 1,207,035
　営 業 費 用 446,680 472,889 51,149 57,199 1,027,918 358,812 1,386,730
　営業利益又は営業損失(△) 351,998 △272,188 183,228 △4,678 258,360 △438,054 △179,694
Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出
　資 産 335,026 371,258 97,204 411,237 1,214,725 5,165,045 6,379,770
　減 価 償 却 費 4,289 15,483 492 ― 20,265 15,802 36,036
　資 本 的 支 出 ― 150,657 3,752 8,247 169,056 44,440 213,496
　(注) 1. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は販売費及び一般管理費であり主なものは、

役員報酬　129,256千円、給与手当　47,054千円、広告宣伝費　46,701千円、研究開発費　46,107千円であ
ります。

　　　 2. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社建物付属設備　22,210千円、親会
社机イス等備品　11,192千円であります。

2.　所在地別セグメント情報

当連結会計年度（自　平成11年10月１日　至　平成12年９月30日）

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合

計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

3.　海 外 売 上 高         

当連結会計年度（自　平成11年10月１日　至　平成12年９月30日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

（関連当事者との取引）

当連結会計年度（自　平成11年10月１日　至　平成12年９月30日）

役員及び個人主要株主等
(単位：千円)

属　　　　性 氏　名 住　所
資本金又
は出資金

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合

取引の内容 取 引 金 額 科 目
期 末
残 高

資金の貸付 17,687 貸 付 金 ―

経費の立替 445 立 替 金 ―

「主要株主（個人）及び
その近親者」及び「役員
及びその近親者」

堀江貴文 東京都
目黒区

― 当社代表取締役
社長

（被所有）
直接60.7％

資金の借入 3,640 借 入 金 ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
　(注) 1.　上記金額には消費税等は含まれておりません。
　　　 2.　資金の貸付については、返済条件は期日一括返済になっており、市場金利を勘案し決定しております。
　　　 3.　資金の借入については、返済条件は期日一括返済になっており、市場金利を勘案し決定しております。
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(１ 株 当 た り 情 報         )

当 連 結 会 計 年 度         

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
１ 株 当 た り 純 資 産 額 469,130円35銭

１ 株 当 た り 当 期 純 損 失 8,357円98銭

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失のため記載しておりません。

(重 要 な 後 発 事 象         )

当連結会計年度        

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
新規事業について
　平成12年10月18日に、中華人民共和国大連市にインターネットサービスに関する
システム開発、運営、販売を目的として資本金500,000USドルを以って英極軟件開
発有限公司（Edge Software Development Co.,ltd）を設立しました。当社の持ち
分は100％であります。

⑤　連 結 附 属 明 細 表         

ａ．社 債 明 細 表         

該当事項はありません。

ｂ．借 入 金 等 明 細 表         
(単位：千円)

区　　　　　　　分 前 期 末 残 高 当 期 末 残 高 平 均 利 率 返 済 期 限 摘 要

短 期 借 入 金 3,640 ―
％
― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 7,500 4,375 2.9 平成13年４月20日

長 期 借 入 金
（１年以内に返済予定のものを除く。）

4,375 ― ― ―

合　　　　　　　計 15,515 4,375 ― ― ―

(2) そ の 他         

該当事項はありません。
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2.　財 務 諸 表 等         

(1) 財 務 諸 表         

①　貸 借 対 照 表         
(単位：千円)

第　　 ４ 　　期
(平成11年９月30日現在)

第　　 ５ 　　期
(平成12年９月30日現在)

科　　　　　　　目
金　　　　　　額 構成比 金　　　　　　額 構成比

(資　産　の　部)
％ ％

Ⅰ　流 動 資 産         

　1. 現 金 及 び 預 金 611,883 2,081,772

　2. 受 取 手 形 2,835 315

　3. 売 掛 金 75,646 530,672

　4. 有 価 証 券 ― 800,569

　5. 仕 掛 品 3,886 35,828

　6. 貯 蔵 品 ― 94,268

　7. 前 渡 金 ― 65,047

　8. 前 払 費 用 2,952 17,141

　9. 繰 延 税 金 資 産 ― 76,145

 10. 役員に対する短期貸付金 17,687 ―

 11. 未 収 入 金 ― 101,692

 12. 立 替 金※１ 2,851 19,245

 13. そ の 他 の 流 動 資 産 972 17,918

　　　貸 倒 引 当 金  △ 473  △ 2,179

　　　流 動 資 産 合 計 718,240 96.5 3,838,439 59.9

Ⅱ 固 定 資 産         

 1. 有 形 固 定 資 産

  (1) 建 物 1,776 41,785

　　　　減 価 償 却 累 計 額  △ 473 1,303  △ 4,695 37,090

  (2) 構 築 物 1,030 1,030

　　　　減 価 償 却 累 計 額  △ 591 438  △ 731 298

  (3) 車 両 運 搬 具 2,587 3,722

　　　　減 価 償 却 累 計 額  △ 2,229 357  △ 2,543 1,179

  (4) 工 具 器 具 及 び 備 品 11,910 165,895

　　　　減 価 償 却 累 計 額  △ 4,609 7,301  △ 29,875 136,019

  (5) 建 設 仮 勘 定 4,352 ―

　　　有 形 固 定 資 産 合 計 13,754 1.8 174,588 2.7



ファイル名:16-0108600101212.doc 更新日時:00/12/20 3:21　印刷日時:00/12/27 17:24

― 46 ―

(単位：千円)
第　　 ４ 　　期

(平成11年９月30日現在)
第　　 ５ 　　期

(平成12年９月30日現在)
科　　　　　　　目

金　　　　　　額 構成比 金　　　　　　額 構成比

 2. 無 形 固 定 資 産
％ ％

  (1) 商 標 権 ― 409

  (2) ソ フ ト ウ ェ ア ― 16,576

  (3) 電 話 加 入 権 444 896

  (4) 電 話 施 設 利 用 権 218 213

　　　無 形 固 定 資 産 合 計 663 0.1 18,095 0.3

　3. 投 資 そ の 他 の 資 産

  (1) 投 資 有 価 証 券 1,500 631,315

  (2) 関 係 会 社 株 式 ― 604,900

  (3) 出 資 金 ― 983,998

  (4) 関 係 会 社 出 資 金※２ 3,000 101,182

  (5) 長 期 差 入 保 証 金 7,312 59,523

  (6) 繰 延 税 金 資 産 ― 867

　　　投資その他の資産合計 11,812 1.6 2,381,786 37.1

　　　固 定 資 産 合 計 26,229 3.5 2,574,470 40.1

　　　資 産 合 計 744,470 100.0 6,412,909 100.0

(負　債　の　部)

Ⅰ　流 動 負 債         

　1. 買 掛 金 22,537 191,413

　2. 短 期 借 入 金 3,640 ―

　3. 一年内に返済の長期借入金 7,500 4,375

　4. 未 払 金 16,657 52,978

　5. 未 払 法 人 税 等 1,525 4,587

　6. 未 払 消 費 税 等 6,486 ―

　7. 預 り 金 5,378 8,197

　8. 賞 与 引 当 金 8,850 27,486

　9. そ の 他 の 流 動 負 債 739 ―

　　　流 動 負 債 合 計 73,315 9.8 289,038 4.5
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(単位：千円)
第　　 ４ 　　期

(平成11年９月30日現在)
第　　 ５ 　　期

(平成12年９月30日現在)
科　　　　　　　目

金　　　　　　額 構成比 金　　　　　　額 構成比

Ⅱ　固 定 負 債         
％ ％

　1. 長 期 借 入 金 4,375 ―

　2. 長 期 預 り 金 1,208 ―

　　　固 定 負 債 合 計 5,583 0.7 ― ―

　　　負 債 合 計 78,898 10.6 289,038 4.5

(資　本　の　部)

Ⅰ　資　　　本　　　金 ※３ 340,000 45.7 2,098,000 32.7

Ⅱ　資　本　準　備　金 300,000 40.3 4,102,500 64.0

Ⅲ　その他の剰余金又は欠損金

　1. 当期未処分利益又は当期未処理損失(△) 25,572 　△ 76,628

　　　その他の剰余金合計又は欠損金合計(△) 25,572 3.4 　△ 76,628  △ 1.2

　　　資 本 合 計 665,572 89.4 6,123,871 95.5

　　　負 債 ・ 資 本 合 計 744,470 100.0 6,412,909 100.0
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②　損 益 計 算 書         
(単位：千円)

第　　 ４ 　　期

(自 平成11年３月１日至 平成11年９月30日)
第　　 ５ 　　期

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)科　　　　　　　目

金　　　　　　額 百分比 金　　　　　　額 百分比

％ ％

Ⅰ　売 上 高         

　1. ウ ェ ブ 制 作 収 入 184,311 734,993

　2. ウ ェ ブ 管 理 収 入 21,274 200,700

　3. ウ ェ ブ 手 数 料 収 入 57,424 263,010 100.0 227,712 1,163,407 100.0

Ⅱ　売 上 原 価         

　1. ウ ェ ブ 制 作 原 価 156,758 446,680

　2. ウ ェ ブ 管 理 原 価 4,941 472,889

　3. ウ ェ ブ 手 数 料 原 価 26,553 188,253 71.6 51,149 970,719 83.4

　　　売 上 総 利 益 74,756 28.4 192,687 16.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,※3
※2 64,522 24.5 364,363 31.3

　　　営業利益又は営業損失(△) 10,234 3.9  △ 171,676  △14.8

Ⅳ　営　業　外　収　益

　1. 受 取 利 息 及 び 割 引 料 7 912

　2. 受 取 配 当 金 ― 716

　3. 損 害 補 償 金 ― 7,197

　4. そ の 他 67 74 0.0 8,417 17,244 1.5

Ⅴ　営 業 外 費 用         ※２

　1. 支 払 利 息 及 び 割 引 料 216 361

　2. 新 株 発 行 費 ― 12,858

　3. 組 合 費 用 ― 15,239

　4. そ の 他 128 345 0.1 255 28,714 2.5

　　　経常利益又は経常損失(△) 9,963 3.8  △ 183,146 △15.7

Ⅵ　特 別 利 益         

　1. 投 資 有 価 証 券 売 却 益 ― ― ― 75,780 75,780 6.5

Ⅶ　特 別 損 失         

　1. 上 場 費 用 ― 36,105

　2. 本 社 移 転 費 用 ― 25,497

　3. 過年度営業債権整理損 ― ― 3,743 65,345 5.6

　　　税引前当期純利益又は
　　　税引前当期純損失（△) 9,963 3.8  △ 172,712  △14.8

　　　法人税、住民税及び事業税 3,997 1.5 3,298

　　　過 年 度 法 人 税 等 ― 3,203

　　　法 人 税 等 調 整 額 ―  △ 80,208  △ 73,706 △ 6.3

　　　当期純利益又は当期純損失（△) 5,966 2.3  △ 99,006 △ 8.5

　　　前 期 繰 越 利 益 19,606 25,572

　　　過 年 度 税 効 果 調 整 額 ―  △ 3,195

　　　当期未処分利益又は当期未処理損失(△) 25,572  △ 76,628
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売 上 原 価 明 細 書         

１　ウェブ制作原価明細書
(単位：千円)

第　　 ４ 　　期

(自 平成11年３月１日至 平成11年９月30日)
第　　 ５ 　　期

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)科　　　　　　　目

金　　　　　額 構 成 比 金　　　　　額 構 成 比

Ⅰ　材 料 費         7,984
％

5.0 25,627
％

4.9

Ⅱ　労　　　務　　　費 46,550 29.2 194,123 36.9

Ⅲ　経　　　　　　　費 ※１ 105,059 65.8 306,710 58.2

　　当 期 総 製 造 費 用 159,594 100.0 526,461 100.0

　　期 首 仕 掛 品 た な 卸 高 5,403 3,886

合　　　　　　　 　計 164,997 530,347

　　期 末 仕 掛 品 た な 卸 高 3,886 35,828

　　他 勘 定 振 替 高 4,352 47,837

　　当 期 ウ ェ ブ 制 作 原 価 156,758 446,680

　(注)

第　　４　　期 第　　５　　期

1. ※1.　経費の主な内訳は、次のとおりでありま
す。

　　　　　外 注 加 工 費         65,006千円
　　　　　そ　　　の　　　他 40,053千円
  ※2. 当期他勘定振替高4,352千円は、建設仮勘

定へ振替えております。

2. 原価計算の方法
　当社の原価計算は、実際原価による個別原価
計算を採用しております。

1. ※1.　経費の主な内訳は、次のとおりでありま
す。

　　　　　外 注 加 工 費         144,039千円
　　　　　そ　　　の　　　他 162,670千円
  ※2. 当期他勘定振替高47,837千円は、研究開

発費及びソフトウェアへ振り替えておりま
す。

2. 原価計算の方法
　当社の原価計算は、実際原価による個別原価
計算を採用しております。

２　ウェブ管理原価明細書
（単位：千円)

第 ４ 期        

(自 平成11年３月１日至 平成11年９月30日)
第 ５ 期        

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)科　　　　　　　目

金　　　　　額 構 成 比 金　　　　　額 構 成 比

％ ％

１ 材 料 費 ― 47,009 9.9

２ 労 務 費 1,607 32.5 42,557 9.0

３ 外 注 加 工 費 1,565 31.7 1,734 0.4

４ バーチャルホスト代 394 8.0 ― ―

５ 賃 借 料 368 7.5 7,547 1.6

６ 回 線 使 用 料 ― ― 177,270 37.5

７ ラ ッ ク 使 用 料 ― ― 153,000 32.4

８ そ の 他 1,005 20.3 43,769 9.3

　　当 期 ウ ェ ブ 管 理 原 価 4,941 100.0 472,889 100.0
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３　ウェブ手数料原価明細書
（単位：千円)

第 ４ 期        

(自 平成11年３月１日至 平成11年９月30日)
第 ５ 期        

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)科　　　　　　　目

金　　　　　額 構 成 比 金　　　　　額 構 成 比
％ ％

１ 材 料 費 5,831 22.0 2,942 5.8

２ 労 務 費 1,396 5.2 22,290 43.6

３ バーチャルホスト代 13,350 50.3 ― ―

４ 外 注 加 工 費 4,725 17.8 16,539 32.3

５ そ の 他 1,250 4.7 9,376 18.3

　　当期ウェブ手数料原価 26,553 100.0 51,149 100.0

③　利益処分計算書及び損失処理計算書

利 益 処 分 計 算 書         
(単位：千円)

株主総会承認年月日
第　　 ４ 　　期
（平成11年12月24日)

科　　　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 25,572

Ⅱ 利 益 処 分 額 ―

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益 25,572

　(注) 期別欄の日付は株主総会承認日であります。

損 失 処 理 計 算 書         
(単位：千円)

株主総会承認年月日
第　　 ５ 　　期
（平成12年12月22日)

科　　　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ 当 期 未 処 理 損 失 76,628

Ⅱ 損 失 処 理 額 ―

Ⅲ 次 期 繰 越 損 失 76,628

　(注) 期別欄の日付は株主総会承認日であります。



ファイル名:17-0108600101212.doc 更新日時:00/12/16 4:34　印刷日時:00/12/27 17:24

― 51 ―

重 要 な 会 計 方 針         

項　　　　　　　目
第　　 ４ 　　期

(自 平成11年３月１日至 平成11年９月30日)
第　　 ５ 　　期

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
1.　有価証券の評価基準及び評
価方法

(1) 取引所相場のない有価証券
　総平均法による原価法を採用してお
ります。

(1) 取引所相場のない有価証券
同　　　左

　　
2.　たな卸資産の評価基準及び
評価方法

(1) 仕掛品
　個別法による原価法を採用しており
ます。

(1) 仕掛品
同　　　左

(2) 貯蔵品
　先入先出法に基づく原価法によって
おります。

3.　固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産
　法人税法に規定する方法と同一の基
準により、定率法によっております。
(2) 無形固定資産
　法人税法に規定する方法と同一の基
準により、定額法によっております。

(1) 有形固定資産
同　　　左

(2) 無形固定資産
　法人税法に規定する方法と同一の基
準により、定額法によっております。
　但し、ソフトウェア（自社利用分）
については、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によってお
ります。
　今期計上したソフトウェアは、未完
成ですので償却しておりません。

4.　繰延資産の処理方法 新株発行費
　支出時に全額費用として処理しており
ます。

新株発行費
　支出時に全額費用として処理しており
ます。

5.　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えて、法
人税法の規定に基づき、債権額の一定
割合（法定繰入率）を計上しているほ
か、個別債権の回収可能性を検討して
計上しております。
(2) 賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、
支給見込み額のうち当期負担額を計上
しております。

(1) 貸倒引当金
同　　　左

(2) 賞与引当金
同　　　左

6.　収益の計上基準 取引先の検収を要する受託業務について
は、検収基準を採用しております。
役務提供期間の定めのある受託契約につ
いては、契約金額を当該契約期間に按分
して収益計上しております。

同　　　左

7.　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によってお
ります。

同　　　左

8.　その他財務諸表作成のため
の重要な事項

(1) 消費税等の会計処理方法
　税抜方式を採用しております。

(1) 消費税等の会計処理方法
同　　　左

(2) 投資事業組合への出資金の会計処理
　　組合契約に規定されている決算報告
日に応じて入手可能な最近の決算書を
基礎とし、持分相当額に対する損益を
取り込む方法によっております。

追 加 情 報         

第　　 ４ 　　期

(自 平成11年３月１日至 平成11年９月30日)
第　　 ５ 　　期

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
―――――― (税効果会計の適用)

当期より税効果会計を適用しております。
この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、繰延税
金資産77,012千円（流動資産76,145千円、投資その他の資
産 867千円）が計上され、当期純損失は80,208千円少な
く、当期未処理損失は77,012千円少なく計上されておりま
す。

―――――― (ソフトウェア）
当事業年よりソフトウェアの会計処理及び表示について研
究開発費等に係る会計基準を適用しております。
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表 示 方 法 の 変 更         

第　　 ４ 　　期

(自 平成11年３月１日至 平成11年９月30日)
第　　 ５ 　　期

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
前期まで「未払い事業税」として表示していた事業税の未
払額（当期221千円）を、当期より「未払法人税等」に含
めて記載しております。

―――――

注 記 事 項         

(貸 借 対 照 表 関 係         )

第　　 ４ 　　期
(平成11年９月30日現在)

第　　 ５ 　　期
(平成12年９月30日現在)

※１　関係会社に対する資産、負債
　　　　立　替　金 2,274千円

※１　関係会社に対する資産、負債
―――――

　　　　　　　　　　―――――― ※２　重要な外貨建資産
　　　関係会社出資金 101,182千円

(1,009,000EURO)
※３　授権株式数 3,200株
　　　発行済株式総数 1,000株

※３　授権株式数 48,000株
　　　発行済株式総数 13,042株
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(損 益 計 算 書 関 係         )

第　　 ４ 　　期

(自 平成11年３月１日至 平成11年９月30日)
第　　 ５ 　　期

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
※１　販売費に属する費用のおおよその割合は、15％であ

り一般管理費に属する費用のおおよその割合は85％で
あります。

　　　主要な費用および金額は次の通りであります。

※２　関係会社に対する取引高
　　販売費及び一般管理費のうち関係会社への
　　広告宣伝費 6,666千円

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は、24％であ
り一般管理費に属する費用のおおよその割合は76％で
あります。

　　　主要な費用および金額は次の通りであります。

※２　関係会社に対する取引高
　　営業外費用のうち関係会社への組合費用

15,239千円
※３　研究開発費の総額
　　一般管理費に含まれている研究開発費

46,107千円

(リ ー ス 取 引 関 係         )

第　　 ４ 　　期

(自 平成11年３月１日至 平成11年９月30日)
第　　 ５ 　　期

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
　　　　　　　　　　―――――― (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

     工 具 器 具
及 び 備 品 そ　の　他 合　　　計

　取得価額相当額 24,744千円 3,776千円 28,520千円

　       減価償却累計額
相 当 額 3,608千円 734千円 4,342千円

　期末残高相当額 21,135千円 3,042千円 24,177千円
(2) 未経過リース料期末残高相当額
　　１　　　年　　　内 7,099千円
　　１　　　年　　　超 17,543千円

　　　　合　　　計 24,642千円
(3) 支払リース料及び減価償却費相当額
　　支 払 リ ー ス 料         4,699千円
　　減価償却費相当額         4,342千円
　　支 払 利 息 相 当 額         822千円
(4) 減価償却費相当額の算定方法
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法
　　リース料相当額とリース物権の取得価額相当額の差額
を利息相当額とし、各期への配分方法は利息法によっ
ております。

（単位：千円）
広 告 宣 伝 費 9,876
役 員 報 酬 25,760
給 料 9,405
賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,937
法 定 福 利 費 776
福 利 厚 生 費 4,124
減 価 償 却 費 997
租 税 公 課 3,123

（単位：千円）
広 告 宣 伝 費 45,248
役 員 報 酬 93,247
給 料 39,307
賞 与 引 当 金 繰 入 額 7,021
減 価 償 却 費 9,859
支 払 手 数 料 26,513
研 究 開 発 費 46,107
監 査 報 酬 17,752
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(有価証券の時価等関係)

※当期については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。

有 価 証 券 の 時 価 等             
(単位：千円)

第　４　期
（平成11年９月30日現在)

種　　　　　　　　類
貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

流 動 資 産 に 属 す る も の

　　株 式 ― ― ―

　　債 券 ― ― ―

　　そ の 他 ― ― ―

　　小 計 ― ― ―

固 定 資 産 に 属 す る も の

　　株 式 ― ― ―

　　債 券 ― ― ―

　　そ の 他 ― ― ―

　　小 計 ― ― ―

　　合 計 ― ― ―

　(注)　開示の対象から除いた主な有価証券の貸借対照表計上額

第　　４　　期

固定資産に属するもの
　店頭売買株式を除く非上場株式

1,500千円

(デリバティブ取引関係)

※当期については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。
第　　４　　期

(自 平成11年３月１日至 平成11年９月30日)
当社はデリバィブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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(税 効 果 会 計 関 係         )

第　　　５　　　期

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
（税効果会計関係）
　繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

　繰 延 税 金 資 産         
　　賞 与 引 当 金         3,517千円
　　一 括 償 却 資 産         867千円
　　繰 越 欠 損 金         72,628千円
繰 延 税 金 資 産 計         77,012千円

(１ 株 当 た り 情 報         )

第　　　４　　　期

(自 平成11年３月１日至 平成11年９月30日)
第　　　５　　　期

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
１ 株 当 た り 純 資 産 額 665,572円49銭 469,550円00銭

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
又 は 当 期 純 損 失（△)

15,523円43銭 △ 7,918円60銭

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、期末現在未行
使の新株引受権が存在しないことお
よび転換社債の発行がないため記載
しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、１株当た
り当期純損失のため記載しておりま
せん。
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(重 要 な 後 発 事 象         )

第　　 ４ 　　期

(自 平成11年３月１日至 平成11年９月30日)
第　　 ５ 　　期

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
1.　子会社の売却について
　　当社の関係会社である有限会社ダービー・スクエアー
を当社の子会社としての存在意義が規模的に薄れたた
め、持分の全部を平成11年10月１日に仲尾淳一氏へ譲渡
いたしました。

―――――

2.　新規事業について
①　平成11年10月22日に、スペイン在任のMARTA TOMAS
JODAR、株式会社サイバーエージェントと共同でヨー
ロッパにおけるサイバークリックの販売を目的として
資本金36,000EUROを以ってCYBER CLICK AGENT S.L.を
スペインに設立いたしました。当社の持分は25％であ
ります。

②　平成11年11月10日に、株式会社サイバーエージェン
トと共同でインターネットコミュニティーの運営事業
を目的として、資本金1,000万円を以って株式会社フ
ープスを設立いたしました。

　　当社の持分は49％で、当社の取締役小飼　弾が同社
の取締役に就任しております。

③　平成12年２月10日の取締役会で株式会社スクイズ研
究所を当社100％出資で設立する旨を決議しておりま
す。

2.　新規事業について
　　平成12年10月18日に、中華人民共和国大連市にインタ
ーネットサービスに関するシステム開発、運営、販売を
目的として資本金500,000USドルを以って英極軟件開発
有限公司（Edge Software Development Co.,ltd）を設
立しました。当社の持分は100％であります。

3.　株式分割について
　　当社は、平成11年12月10日の取締役会決議を基づき、
平成12年１月11日付をもって、同日現在の株主の所有す
る株式１株を12株に分割いたしました。これにより、株
式数は11,000株増加し、発行済株式総数12,000株となっ
ております。

―――――

4.　成功報酬型ワラントについて
　　当社は、平成12年１月12日開催の取締役会決議並びに
平成12年１月17日開催の臨時株主総会の特別決議に基づ
き、下記の通り平成12年１月19日に成功報酬型ワラント
債として、第１回新株引受権付無担保社債を発行いたし
ました。

【第１回新株引受権付無担保社債の内容】
　(1) 発　行　総　額：26,750,000円
　(2) 発　行　価　額：額面100円につき金100円
　(3) 払　込　期　日：平成12年１月19日
　(4) 償　還　期　限：平成17年１月19日
　(5) 利　　　　　率：長期プライムレート＋1.0％

―――――

【新株引受権の内容】
　(1) 行　使　価　額：250,000円
　(2) 行使により発行する株式：額面普通株式107株
　(3) 行使により発行する株式の発行価額の総額：

26,750,000円
　(4) 権利行使請求期間：平成12年３月１日から
　　　　　　　　　　　　平成17年１月18日まで
　(5) 新株引受権の付与割合：100％
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第　　 ４ 　　期

(自 平成11年３月１日至 平成11年９月30日)
第　　 ５ 　　期

(自 平成11年10月１日至 平成12年９月30日)
【成功報酬型ワラントについて】
　　当社は、本成功報酬型ワラント債から分離された成功
報酬型ワラントをすべて買戻し、うち64ワラントは当社
役員を対象として役員報酬の一部として支給しておりま
す。また、同時に43ワラントを当社従業員を対象に譲渡
し、譲渡代金相当額を当社より臨時賞与として特別に支
給しております。

【ワラントの行使制限に関して】
　　当該ワラント権の権利行使につきましては、当社と当
該ワラントの支給対象者とが締結した「覚書」に基づ
き、行使可能期間を公開日以降と定めております。

5.　ストックオプションについて
　　当社は、平成12年１月12日開催の取締役会及び平成12
年１月17日の臨時株主総会の決議に基づき、平成12年１
月19日に当社取締役及び従業員に対し、商法第280条の
19の規定に基づき新株引受権の付与（ストックオプショ
ン）を行っております。

【ストックオプションの内容】
　(1) 株　式　の　種　類：額面普通株式
　(2) 新株発行の予定株式数：390株
　(3) 発　行　価　額：１株につき250,000円
　(4) 資　本　組　入　額：１株につき125,000円
　(5) 発　行　価　額　の　総　額：97,500,000円
　(6) 資本組入額の総額：48,750,000円
　(7) 取　得　者：当社の取締役及び従業員
　(8) 発行予定期間：平成14年４月１日から
　　　　　　　　　　平成16年３月31日まで
(注)　本新株引受権の行使により発行する株式の発行価額

中資本に組み入れる額は、発行価額（ただし、調整
が行われた場合は、調整後の発行価額）に0.5を乗
じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる
場合は、その端数を切り上げた額とします。

―――――
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④　附 属 明 細 表         

ａ．有 価 証 券 明 細 表         
(単位：千円)

種 類 及 び 銘 柄          
取得価額又は
出 資 総 額      

貸借対照表計上額 摘　　　　　要

証券投資信託受益証券（２銘柄) 800,569 800,569

有
　
価
　
証
　
券

そ
の
他
の
有
価
証
券

有価証券合計 800,569 800,569 ―

銘　　　　　　　柄 株式数（株) 取 得 価 額       貸借対照表計上額 摘　　要

株式会社メ ー ル イ ン 600 30,000 30,000

日 本 電 子 決 済 企 画 株 式 会 社 100 50,000 50,000

株
　
　
　
式

そ の 他 ２ 銘 柄 201 10,065 10,065

公
社
債
・
国
債
及
び
地
方
債

Berkeley Software Design, Inc (注) 541,250 541,250

投
　
資
　
有
　
価
　
証
　
券

投資有価証券合計         631,315 631,315 ―

　(注) Berkeley Software Design, Inc社に対して平成12年９月15日にConvertible Bridge Notes（株式に転換可能な
手形貸付）の引受け（総額５百万円US$）を実施致しております。なお、転換価格は今後の交渉によって決定さ
れます。従って、今回の出資による所有株数は現状では未定となっております。
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ｂ．有形固定資産等明細表         
(単位：千円)

減価償却累計額又は
償 却 累 計 額

資 産 の 種 類        前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
当期償却額

差 引
当期末残高

摘 要

建 物 1,776 40,008 ― 41,785 4,695 4,221 37,090

構 築 物 1,030 ― ― 1,030 731 139 298

車 両 運 搬 具 2,587 1,135 ― 3,722 2,543 314 1,179

工 具 器 具 及 び 備 品 11,910 153,984 ― 165,895 29,875 25,266 136,019

建 設 仮 勘 定 4,352 ― 4,352 ― ― ― ―

有
形
固
定
資
産

計 21,655 195,129 4,352 212,434 37,846 29,942 174,588 ―

電 話 加 入 権 444 451 ― 896 ― ― 896

電 話 施 設 利 用 権 222 ― ― 222 9 5 213

ソ フ ト ウ ェ ア ― 16,576 ― 16,576 ― ― 16,576

商 標 権 ― 409 ― 409 ― ― 409

無
形
固
定
資
産

計 667 17,437 ― 18,105 9 5 18,095 ―

長 期 前 払 費 用 ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ―繰
延
資
産 計 ― ― ― ― ― ― ― ―

　(注)　当期増加額のうち主なものは次のとおりでございます。
　　　　　工具器具及び備品　　　ラック200本　　　90,040千円

ｃ．資 本 金 等 明 細 表         
(単位：千円)

区　　　　　　　分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 摘　　　　　要

資 本 金 340,000 1,758,000 2,098,000 ―

額 面 普 通 株 式 　( 1,000株)
340,000

　( 12,042株)
1,758,000

　( 株)　( 13,042株)
2,098,000 注

うち既発行株式
計 　( 1,000株)

340,000
　( 12,042株)
1,758,000

　( 株)　( 13,042株)
2,098,000 ―

資 本 準 備 金

　株式払込剰余金 30,000 3,802,500 4,102,500 注
資 本 準 備 金 及 び
その他の資本剰余金

計 30,000 3,802,500 4,102,500 ―

　(注) 当期増加額は、公募増資によるものであります。また、株式数増加の内訳は下記の通りです。
　株式分割による増加　　11,000株
　公募増資による増加　　 1,000株
　新株引受権行使による増加　42株

ｄ．引 当 金 明 細 表         
(単位：千円)

当 期 減 少 額
区　　　　分 前期末残高 当期増加額

目 的 使 用 そ の 他
当期末残高 摘　　　要

貸 倒 引 当 金 473 2,179 473 2,179 注

賞 与 引 当 金 8,850 27,486 8,850 27,486

　(注) 貸倒引当金の当期減少額「その他」は法人税法の規定による洗替額であります。
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(2) 主な資産及び負債の内容

資 産 の 部         

イ．現 金 及 び 預 金         
(単位：千円)

区　　　　　　　分 金　　　　　　　額 摘　　　　　　　要

現 金 427

当 座 預 金 0

普 通 預 金 1,859,806

定 期 預 金 220,038

別 段 預 金 1,500

預
金
の
種
類

計 2,081,345

合　　　　　　　計 2,081,772 ―

ロ．受 取 手 形         

(ｲ) 相 手 先 別 内 訳         
(単位：千円)

相 手 先         金　　　　　　　額 摘　　　　　　　要

株 式 会 社 　 T o o 315

合　　　　　　　計 315 ―

(ﾛ) 期 日 別 内 訳         
(単位：千円)

期 日 別         金　　　　　　　額 摘 要         

平　成　12　年　10　月満期 105

　　　 〃 　　　11　月 〃 105

　　　 〃 　　　12　月 〃 105

合　　　　　　　計 315 ―
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ハ．売 掛 金         

(ｲ) 相 手 先 別 内 訳         
(単位：千円)

相 手 先         金 額         摘 要         

株式会社ア イ ・ シ ー ・ エ フ 68,397

株式会社エヌ・ティ・ティエックス 48,800

株式会社サ イ バ ー エ ー ジ ェ ン ト 46,170

株式会社ネ ッ ト プ ラ イ ス 44,898

中 央 宣 興 株 式 会 社 41,580

そ の 他 280,826

合 計         530,672 ―

(ﾛ) 売 掛 金 滞 留 状 況         
(単位：千円)

期 首 残 高

(Ａ)

当 期 発 生 高

(Ｂ)

当 期 回 収 高

(Ｃ)

当 期 末 残 高

(Ｄ)

回 収 率

(Ｃ)      (Ａ)＋(Ｂ) ×100

滞 留 期 間
(Ａ)＋(Ｄ)      ２      (Ｂ)      366

75,646 1,263,738 808,711 530,672 60.4％ 87.8日

　(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記発生高には消費税等が含まれております。

ニ．仕 掛 品         
(単位：千円)

区 分         金 額         摘 要         

ウ ェ ブ 制 作 35,828

合 計         35,828 ―

ホ．貯 蔵 品         
(単位：千円)

区 分         金 額         摘 要         

サ ー バ ー 94,268

合 計         94,268 ―

ヘ．関 係 会 社 株 式         
(単位：千円)

内 容         金 額         摘 要         

株式会社キ ャ ピ タ リ ス タ 400,000

株式会社ス ク イ ズ 研 究 所 50,000

株式会社エ ッ ヂ コ マ ー ス 150,000

株式会社フ ー プ ス 4,900

合 計         604,900 ―
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ト．出 資 金         
(単位：千円)

内　　　　　　　容 金 額         摘 要         

キャピタリスタ１号投資事業有限責任組合 983,998

合 計         983,998 ―

負 債 の 部         

イ．買 掛 金         
(単位：千円)

相 手 先         金 額         摘 要         

ユーユーネットジャパン株式会社 69,877

伊藤忠テクノサイエンス株式会社 48,261

株式会社エ ッ ヂ コ マ ー ス 37,424

株式会社ス ク イ ズ 研 究 所 13,060

株式会社ガ リ レ オ 7,239

そ の 他 15,550

合 計         191,413 ―

(3) そ の 他         

特記事項はありません。
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第６　提出会社の株式事務の概要

決 算 期 ９　月　30　日 定 時 株 主 総 会
営 業 年 度 末 日 の         
翌日から３ヶ月以内

株主名簿閉鎖の期間 ― 基 準 日 ９　月　30　日

中 間 配 当 基 準 日 ３　月　31　日
株 券 の 種 類 １株券、10株券

１ 単 位 の 株 式 数 ―

取 扱 場 所
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
　東洋信託銀行株式会社　証券代行部

代 理 人
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
　東洋信託銀行株式会社

取 次 所 東洋信託銀行株式会社　全国各支店
株 式 の 名 義 書 換 え

名 義 書 換 手 数 料 無 料 新 株 券 交 付 手 数 料 無 料

取 扱 場 所
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
　東洋信託銀行株式会社　証券代行部

代 理 人
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
　東洋信託銀行株式会社

取 次 所 東洋信託銀行株式会社　全国各支店
端 株 の 買 取 り

買 取 手 数 料 無　　　　　　　料

公 告 掲 載 新 聞 名 日　　本　　経　　済　　新　　聞

株 主 に 対 す る 特 典 該当事項はありません。

　(注)　当社は、端株制度の適用を受けておりますが、現在端株は生じておりません。
また、当社定款の定めにより、端株主は、利益配当金及び中間配当金を受ける権利並びに新株、転換社債及び
新株引受権付社債の引受権を有しております。

　 なお、端株主の利益配当金及び中間配当金に関する基準日は上記のとおりであります。
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第７　提出会社の参考情報         

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有 価 証 券 届 出 書         及びその添付書類　
(有償一般募集増資（ブックビルディ
ング方式による募集))

平成12年３月８日
関東財務局長に提出

(2) 有価証券届出書の         訂 正 届 出 書　
(1)の有価証券届出書に係る訂正届出
書であります。

平成12年３月17日、
平成12年３月22日、
平成12年３月24日及び
平成12年３月28日
関東財務局長に提出

(3) 半 期 報 告 書         　



 (第５期中)  自 平成11年10月１日至 平成12年３月31日
平成12年６月30日
関東財務局長に提出

(4) 臨　時　報　告　書　 平成12年６月７日
関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する省令第19条２項第３号（子会社の設立）に基づく臨時報告書である。

(5) 臨　時　報　告　書 平成12年８月９日
関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する省令第19条２項第３号（子会社の設立）に基づく臨時報告書である。

(6)          臨 時 報 告 書 の
訂 正 報 告 書　

(5)の臨時報告書に係る訂正届出書で
あります。

平成12年10月19日
関東財務局長に提出
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第二部　提出会社の保証会社等の情報

該当事項はありません。
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